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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第51期

中間連結会計期間
第52期

中間連結会計期間
第51期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上収益 (千円) 4,006,138 4,374,880 8,329,806

税引前中間利益又は
税引前当期損失（△）

(千円) 842 90,936 △57,374

親会社の所有者に帰属する
中間利益又は
親会社の所有者に帰属する
当期損失（△）

(千円) 367 17,624 △34,062

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(千円) △276 17,624 △34,265

親会社の所有者に帰属する持分 (千円) 3,028,330 3,011,940 2,994,329

総資産額 (千円) 6,991,572 7,026,543 7,220,596

基本的１株当たり中間利益又は
基本的１株当たり当期損失（△）

(円) 0.08 3.81 △7.36

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 43.3 42.9 41.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △14,520 272,016 128,596

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △75,200 △32,499 △256,728

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △533,896 △313,944 △474,639

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,123,886 2,070,745 2,145,172
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(以下「IFRS」という。)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表

に基づいております。

３．希薄化後１株当たり中間(当期)利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントに含まれていない「その他」の区分を削除しています。詳

細については、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　５．セグメント情

報」をご覧ください。

主要な関係会社の異動は次の通りであります。

（インターネット関連事業）

当中間連結会計期間において、2026年７月１日付で当社連結子会社であるソフィア総合研究所株式会社が、株式

会社システムフリージアの全株式を取得し子会社化し、新たに連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国の経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善により、緩やかに回復してい

るものの、継続する物価上昇の個人消費への影響や金利・為替の変動、米国の通商政策に加え、中東情勢を含む国

際情勢の不安定等の影響もあり、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループが事業活動を展開するインターネット関連事業及び通信事業におきましては、企業の競争力強化

や業務効率化を目的としたＤＸ(デジタル・トランスフォーメーション)推進の動きが加速していることにより、Ｉ

ＣＴ(情報通信技術)への投資需要は引き続き高い状態にあります。また、調剤薬局及びその周辺事業におきまして

は、薬価改定・調剤報酬改定による影響もあり、業界を取り巻く環境は厳しさを増しております。

このような環境のもと、当中間連結会計期間の経営成績としましては、売上収益が4,374百万円(前中間連結会

計期間比9.2％増)となりました。利益面におきましては、営業利益102百万円(前中間連結会計期間は２百万円の営

業損失)、税引前中間利益90百万円(前中間連結会計期間は０百万円の税引前中間利益)、中間利益17百万円(前中間

連結会計期間は０百万円の中間利益)、親会社の所有者に帰属する中間利益17百万円(前中間連結会計期間は０百万

円の親会社の所有者に帰属する中間利益)、中間包括利益合計額17百万円(前中間連結会計期間は△０百万円の中間

包括利益合計額)となりました。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントに含まれていない「その他」の区分を削除しています。

詳細については、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　５．セグメント

情報」をご覧ください。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

　［インターネット関連事業］

売上収益は、企業のデジタル変革(ＤＸ)への取り組みなどを背景に、ＩＴエンジニアの需要が高まっているこ

とを受けシステムエンジニアリングサービス事業(ＳＥＳ事業)が順調に推移しました。また、前期に取得した子会

社１社の影響に加え、当期においても子会社１社を取得したことにより、売上収益は820百万円(前中間連結会計期

間比57.4％増)、セグメント利益は41百万円(前中間連結会計期間比65.1％増)となりました。

　［通信事業］

ＭＶＮＯ(※１)事業は競業他社との競争激化の影響を受けることとなり、売上収益は102百万円(前中間連結会

計期間比6.0％減)、セグメント利益は８百万円(前中間連結会計期間比15.4％減)となりました。

　［調剤薬局及びその周辺事業］

売上収益は、調剤報酬の改定、薬価改定による影響を受けることとなりましたが、処方箋枚数の増加を受け増

収となりました。利益面では、上記の売上増と合わせて販売管理費の圧縮努力により増益となり、その結果、売上

収益は3,465百万円(前中間連結会計期間比2.1％増)、セグメント利益は318百万円(前中間連結会計期間比39.7％

増)となりました。なお、当中間連結会計期間の末日における当社グループの薬局総数は60店舗となります。

(※１)　Mobile Virtual Network Operatorの略。自社で無線通信回線設備を持たず、他の移動体通信事

　　　　業者から借りてあるいは再販を受けて移動体通信サービスを提供する事業者。

 
財政状態においては、次のとおりであります。

(資産)

当中間連結会計期間末における資産合計は前連結会計年度末に比べ194百万円減少し、7,026百万円となりまし

た。これは主として、未収法人所得税、現金及び現金同等物の減少によるものであります。

(負債)

当中間連結会計期間末における負債合計は前連結会計年度末に比べ211百万円減少し、4,014百万円となりまし

た。これは主として、借入金の減少によるものであります。

(資本)
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当中間連結会計期間末における親会社の所有者に帰属する持分合計は前連結会計年度末に比べ17百万円増加し、

3,011百万円となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況の分析

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は2,070百万円となり、前

連結会計年度末と比べて74百万円減少いたしました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、272百万円（前年同期は14百万円の使用）となりました。主な要因は、税引前

中間利益90百万円等によるキャッシュ・フローの増加があったことであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は32百万円（前年同期は75百万円の使用）となりました。主な要因は、子会社の取

得による支出27百万円等によるキャッシュ・フローの減少があったことであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は313百万円（前年同期は533百万円の使用）となりました。主な要因は、長期借入

金の返済による支出246百万円等によるキャッシュ・フローの減少があったことであります。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営環境等について重要な変更はありま

せん。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はあり

ません。

 
(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、長期資金、短期資金及びＭ＆Ａ等にかかる資金需要につきましては、直接金融及び間接金融

等を含め様々な資金調達方法を検討しており、事業運営上必要な資金を確保するとともに、経営環境の急激な変化

に耐えうる流動性を維持する事を基本方針としております。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

 
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,800,000

計 8,800,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,677,720 4,677,720
東京証券取引所
スタンダード

単元株式数
100株

計 4,677,720 4,677,720 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　　 該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 4,677,720 ― 2,065,855 ― 65,925
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社E-BONDホールディングス 埼玉県北葛飾郡松伏町築比地795番地１ 2,453,000 53.00

松浦　行子 東京都中央区 24,000 0.52

INTERACTIVE BROKERS LLC
（常任代理人インタラクティブ・ブ
ローカーズ証券株式会社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH，
CONNECTICUT 06830 USA
（東京都千代田区霞が関３丁目２番５
号）

8,800 0.19

川名　貴行 東京都台東区 6,000 0.13

川野　光男 神奈川県鎌倉市 5,800 0.13

谷川　新一 香川県さぬき市 5,600 0.12

下田　豊隆 長野県長野市 5,400 0.12

村田　真希 東京都三鷹市 5,200 0.11

金久保　美喜 宮城県仙台市青葉区 5,180 0.11

久米　裕子 東京都品川区 4,900 0.11

計 － 2,523,880 54.54
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 49,000

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

46,232 ―
4,623,200

単元未満株式 普通株式 5,520
 

― ―

発行済株式総数 4,677,720 ― ―

総株主の議決権 ― 46,232 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社ソフィアホール
ディングス

東京都港区海岸一丁目15
番１号

49,000 ― 49,000 1.05

計 ― 49,000 ― 49,000 1.05
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS第

34号」という。)に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：千円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 9 2,145,172 2,070,745

営業債権及びその他の債権 9 1,295,969 1,266,351

棚卸資産  483,687 501,887

未収法人所得税  87,859 215

その他の金融資産 9 97 －

その他の流動資産  16,289 12,477

流動資産合計  4,029,075 3,851,676

非流動資産    

有形固定資産  350,277 348,296

使用権資産  530,743 506,970

のれん  1,838,419 1,872,358

無形資産  12,166 9,428

その他の金融資産 9 153,709 154,202

繰延税金資産  278,566 260,503

その他の非流動資産  27,638 23,105

非流動資産合計  3,191,521 3,174,866

資産合計  7,220,596 7,026,543
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(単位：千円)

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 9 1,881,564 1,900,315

借入金 9 479,960 464,933

リース負債 9 127,391 122,205

未払法人所得税  20,463 56,917

引当金  57,456 59,302

その他の金融負債 9 20 14

その他の流動負債  86,969 91,877

流動負債合計  2,653,826 2,695,566

非流動負債    

借入金 9 880,536 661,929

リース負債 9 603,159 566,304

引当金  66,845 69,832

その他の金融負債 9 9,756 9,286

繰延税金負債  80 80

その他の非流動負債  12,062 11,603

非流動負債合計  1,572,440 1,319,036

負債合計  4,226,266 4,014,602

資本    

資本金 6 2,065,855 2,065,855

資本剰余金 6 11,621 11,621

利益剰余金 6 979,129 996,754

自己株式 6 △62,276 △62,291

親会社の所有者に帰属する持分合計  2,994,329 3,011,940

資本合計  2,994,329 3,011,940

負債及び資本合計  7,220,596 7,026,543
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

(単位：千円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

売上収益 5,7 4,006,138 4,374,880

売上原価  2,573,544 2,837,771

売上総利益  1,432,593 1,537,109

販売費及び一般管理費  1,443,062 1,444,341

その他の収益  8,335 13,051

その他の費用  194 3,812

営業利益（△損失）  △2,327 102,006

金融収益  15,173 3,216

金融費用  12,003 14,287

税引前中間利益  842 90,936

法人所得税費用  474 73,311

中間利益  367 17,624

中間利益の帰属    

親会社の所有者  367 17,624

１株当たり中間利益（円） 8   
基本的１株当たり中間利益  0.08 3.81

 

 
(注)希薄化後１株当たり中間利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

中間利益  367 17,624

その他の包括利益    

純損益にその後に振り替えられる可能性
のある項目：

   

在外営業活動体の換算差額  △644 －

純損益に振り替えられる可能性のある
項目合計

 △644 －

税引後その他の包括利益  △644 －

中間包括利益  △276 17,624

中間包括利益の帰属    

親会社の所有者  △276 17,624

中間包括利益  △276 17,624
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：千円)

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本
合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

その他の資本の
構成要素

合計

 
在外営業
活動体の
換算差額

合計

2025年４月１日残高  2,065,855 11,621 1,013,191 △62,264 203 203 3,028,607 3,028,607

中間利益  － － 367 － － － 367 367

その他の包括利益  － － － － △644 △644 △644 △644

中間包括利益合計  － － 367 － △644 △644 △276 △276

2025年９月30日残高  2,065,855 11,621 1,013,559 △62,264 △440 △440 3,028,330 3,028,330
 

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：千円)

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本
合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

その他の資本の
構成要素

合計

 
在外営業
活動体の
換算差額

合計

2026年４月１日残高  2,065,855 11,621 979,129 △62,276 － － 2,994,329 2,994,329

中間利益  － － 17,624 － － － 17,624 17,624

その他の包括利益  － － － － － － － －

中間包括利益合計  － － 17,624 － － － 17,624 17,624

自己株式の取得  － － － △14 － － △14 △14

所有者との取引額等合計  － － － △14 － － △14 △14

2026年９月30日残高  2,065,855 11,621 996,754 △62,291 － － 3,011,940 3,011,940
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間利益  842 90,936

減価償却費及び償却費  66,748 66,396

貸倒引当金の増減額（△は減少）  △1,277 49

株主優待引当金の増減額（△は減少）  5,289 1,846

金融収益  △2,465 △3,216

金融費用  11,801 14,179

固定資産売却損益（△は益）  △32 －

事業譲渡損益（△は益）  △839 －

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

 △3,282 41,230

棚卸資産の増減額（△は増加）  6,124 △18,200

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

 61,406 15,853

その他  41,264 4,855

小計  185,578 213,929

利息及び配当金の受取額  2,469 3,220

利息の支払額  △11,701 △13,936

法人所得税の支払額  △193,828 △12,904

法人所得税の還付額  2,962 81,706

営業活動によるキャッシュ・フロー  △14,520 272,016

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △58,984 △5,709

有形固定資産の売却による収入  32 209

無形資産の取得による支出  △4,359 －

貸付けによる支出  △200 －

貸付金の回収による収入  － 83

子会社の取得による支出  － △27,978

事業譲渡による収入  5,987 －

敷金及び保証金の差入による支出  △19,256 △200

敷金及び保証金の回収による収入  1,580 1,096

投資活動によるキャッシュ・フロー  △75,200 △32,499

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  △100,000 －

長期借入金の返済による支出  △367,431 △246,255

リース負債の返済による支出  △66,382 △67,673

自己株式の取得による支出  － △14

その他  △82 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △533,896 △313,944

現金及び現金同等物に係る換算差額  121 －

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  △623,495 △74,427

現金及び現金同等物の期首残高  2,747,381 2,145,172

現金及び現金同等物の中間期末残高  2,123,886 2,070,745
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社ソフィアホールディングス(以下、当社)は日本に所在する企業であります。その登記されている本社及び

主要な事業所の住所は当社のウェブサイト(https://www.sophia.com/)で開示しております。当社の要約中間連結財務

諸表は2026年９月30日を期末日とし、当社及びその子会社(以下、当社グループ)により構成されております。なお、

当社の親会社は、株式会社E-BONDホールディングスであり、最終的な親会社でもあります。また、最終的な支配当事

者は、株式会社E-BONDホールディングスの支配株主である塩月清和氏であります。当社グループの事業内容は、イン

ターネット関連事業、通信事業、調剤薬局及びその周辺事業であります。各事業の内容については、注記「５．セグ

メント情報」に記載しております。

 
２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

要約中間連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、前連

結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

なお、本要約中間連結財務諸表は、2026年11月13日に取締役会によって承認されております。

 

(2) 測定の基礎

要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き取得原価を基礎として作成しております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループが本要約中間連結財務諸表において適用する会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表におい

て適用した会計方針と同様であります。

 
４．重要な会計上の見積り及び判断

当社グループは、要約中間連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告

額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び利

用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基

づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性が

あります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見積り

を見直した期間及び将来の期間において認識しております。

本要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び判断は、原則として前連結会計年度に係る連結財務諸

表と同様であります。
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５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループでは持株会社体制の下、各事業会社が各々の事業活動を行っており、当社はグループの経営戦略

の策定やグループ管理を行っております。従って、当社グループは、各事業子会社を基礎とした事業別のセグメ

ントから構成されており、「インターネット関連事業」、「通信事業」、「調剤薬局及びその周辺事業」の３つ

を報告セグメントとしております。

「インターネット関連事業」は、インターネット関連のシステム開発業務サービスの提供、システムエンジニ

アリングの派遣サービスの提供、データセンターの運用・保守等を行っております。

なお、前第３四半期連結会計期間において、当社連結子会社であるソフィア総合研究所株式会社が、株式会社

セキュリティエージェント(現　ソフィアセキュリティ株式会社)を子会社化したことに伴い、同社を「インター

ネット関連事業」に区分して開示しております。また、当中間連結会計期間において、当社連結子会社であるソ

フィア総合研究所株式会社が、株式会社システムフリージアを子会社化したことに伴い、同社を「インターネッ

ト関連事業」に区分して開示しております。

「通信事業」は、ＭＶＮＯを中心とした情報通信サービスを行っております。

「調剤薬局及びその周辺事業」は、主に調剤薬局の運営を行っております。

 
(2) 報告セグメントに関する情報

報告セグメントの会計処理の方法は、当社グループの会計方針と同じであります。

なお、セグメント間の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

 
(3) 報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度において、「その他」に含まれていた株式会社ソフィアグローバルワークス及びSOPHIA SG

MANAGEMENT PTE.LTD.の全株式をそれぞれ譲渡したことに伴い、当第１四半期連結会計期間より「その他」の区分

を廃止しております。

 
前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

 (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結インター
ネット関連
事業

通信事業
調剤薬局及
びその周辺
事業

計

売上収益         

外部収益 518,301 98,343 3,389,303 4,005,948 190 4,006,138 － 4,006,138

セグメント間
収益

3,320 10,181 4,200 17,702 － 17,702 △17,702 －

合計 521,622 108,524 3,393,503 4,023,650 190 4,023,840 △17,702 4,006,138

セグメント利益
又は損失(△)
(注)３

25,240 10,449 227,919 263,610 △13,253 250,356 △252,684 △2,327

金融収益        15,173

金融費用        12,003

税引前中間利益        842

その他の項目
　減価償却費
　及び償却費

112 344 64,728 65,185 － 65,185 1,562 66,748

 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、人材紹介事業等を含んでお

ります。
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(注) ２．調整額は以下のとおりであります。

       (1) セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引の消去及び各報告セグメントに配分し

て　

　　　　　 いない全社費用が含まれております。

       (2) 減価償却費及び償却費の調整額は、各報告セグメントに配賦されない全社資産及び内部取引消去に係

　　　　　 る減価償却費及び償却費であります。

(注) ３．セグメント利益又は損失（△）は、要約中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 (注) ４．セグメント資産及び負債の金額は、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための定期的な検討の対象と

          なっていないため記載しておりません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

 (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

連結インターネッ
ト関連事業

通信事業
調剤薬局
及びその
周辺事業

計

売上収益        

外部収益 814,271 99,778 3,460,830 4,374,880 4,374,880 － 4,374,880

セグメント間
収益

6,648 2,286 4,200 13,135 13,135 △13,135 －

合計 820,920 102,064 3,465,030 4,388,015 4,388,015 △13,135 4,374,880

セグメント利益
 
(注)２

41,669 8,838 318,374 368,882 368,882 △266,875 102,006

金融収益       3,216

金融費用       14,287

税引前中間利益       90,936

その他の項目
　減価償却費
　及び償却費

623 289 56,499 57,412 57,412 8,984 66,396

 

(注) １．調整額は以下のとおりであります。

      (1) セグメント利益の調整額は、セグメント間取引の消去及び各報告セグメントに配分していない全社費用

　　　　　 が含まれております。

　　　 (2) 減価償却費及び償却費の調整額は、各報告セグメントに配賦されない全社資産及び内部取引消去に係

　　　　　 る減価償却費及び償却費であります。

(注) ２．セグメント利益は、要約中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(注) ３．セグメント資産及び負債の金額は、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための定期的な検討の対象と

なっていないため記載しておりません。
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６．資本及びその他の資本項目

(1) 授権株式数、発行済株式総数及び自己株式数

授権株式数、発行済株式総数及び自己株式数の増減は以下のとおりであります。

  (単位：株)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

授権株式数   

普通株式 8,800,000 8,800,000

発行済株式総数   

期首残高 4,677,720 4,677,720

期中増減 － －

中間期末残高 4,677,720 4,677,720

自己株式数   

期首残高 49,040 49,050

期中増減 － 10

中間期末残高 49,040 49,060
 

(注) 当社の発行する株式は、すべて権利内容に何ら制限のない無額面の普通株式であり、発行済株式は全額払込済

となっております。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ソフィアホールディングス(E01978)

半期報告書

19/26



 

７．売上収益

収益の分解

分解した売上収益とセグメントとの関連は、以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計インター
ネット関連
事業

通信事業
調剤薬局
及びその
周辺事業

計

インターネット関連の
システム開発

518,301 － － 518,301 － 518,301

移動通信サービス
(MVNO)

－ 98,289 － 98,289 － 98,289

調剤医薬品等の販売 － － 3,369,901 3,369,901 － 3,369,901

その他 － 53 19,401 19,455 190 19,645

合計 518,301 98,343 3,389,303 4,005,948 190 4,006,138

一時点で移転される
財又はサービス

89,224 45,755 3,387,893 3,522,873 190 3,523,063

一定の期間にわたり
移転されるサービス

429,077 52,587 1,410 483,074 － 483,074

合計 518,301 98,343 3,389,303 4,005,948 190 4,006,138
 

 

当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：千円)

 

報告セグメント

合計
インター

ネット関連事業
通信事業

調剤薬局
及びその
周辺事業

計

インターネット関連の
システム開発

814,271 － － 814,271 814,271

移動通信サービス
(MVNO)

－ 91,643 － 91,643 91,643

調剤医薬品等の販売 － － 3,443,805 3,443,805 3,443,805

その他 － 8,135 17,024 25,160 25,160

合計 814,271 99,778 3,460,830 4,374,880 4,374,880

一時点で移転される
財又はサービス

188,336 29,651 3,459,390 3,677,378 3,677,378

一定の期間にわたり
移転されるサービス

625,934 70,127 1,440 697,502 697,502

合計 814,271 99,778 3,460,830 4,374,880 4,374,880
 

　(注)前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間におけるデータセンターの運用・保守から生じる売上収益は、

　　　重要性が乏しいため、インターネット関連のシステム開発から生じる売上収益に含めて表示しております。
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８．１株当たり中間利益

親会社の所有者に帰属する基本的１株当たり中間利益の算定基礎は以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

親会社の所有者に帰属する中間利益(千円) 367 17,624

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益(千円)

－ －

発行済普通株式の加重平均株式数(株) 4,628,680 4,628,668

希薄化後１株当たり中間利益の算定に用いられた
普通株式増加数

  

新株予約権(株) － －

希薄化後１株当たり中間利益の算定に用いられた
普通株式の加重平均株式数(株)

－ －

基本的１株当たり中間利益(円) 0.08 3.81

希薄化後１株当たり中間利益(円) － －
 

(注)希薄化後１株当たり中間利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
９．金融商品

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１以外の観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む評価技法から算出された公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプットのう

ち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。

 

①　公正価値の測定方法

金融資産及び金融負債の公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。なお、要約中間連結財政状態計算書

において経常的に公正価値で測定されている金融資産及び金融負債はありません。

 

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値

現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務は、短期間で決済されるため公正

価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

差入保証金及び長期貸付金の公正価値は、当社グループの見積りによる信用リスクを加味した割引率で、元利金

の合計額を割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しております。

借入金の公正価値は、当社グループが新たに同一残存期間の借入を同様の条件で行う場合に適用される利率で、

元利金の合計額を割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しております。

上記以外のその他の金融資産及び負債は、短期間で決済されるもの等、公正価値は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額を公正価値としております。
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②　償却原価で測定する金融商品の公正価値

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりであります。なお、公正価値が帳簿価額と

近似している金融商品は開示を省略しております。

 (単位：千円)

 

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融資産     

長期貸付金 32,405 28,392 31,115 26,442

差入保証金 121,210 110,964 122,993 111,578

償却原価で測定する金融負債     

長期借入金(１年内返済予定の長
期借入金を含む)

1,360,497 1,346,609 1,126,863 1,114,165
 

 
10．関連当事者

各報告期間における関連当事者取引の合計額及び関連する資産又は負債の残高は、以下の通りであります。 

 
　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）    

(単位：千円)

種類 名称 関連当事者関係の内容 取引の内容 取引金額 未決済金額

同一の親会社を持つ会社 ㈱ウィーズ 商品の仕入
商品の仕入
（注）

1,049,174 1,128,081
 

(注)当社グループにおける経営の効率化を図るため、調剤薬局及びその周辺事業における医薬品の仕入先を、外部の

一次卸業者から㈱ウィーズに変更しております。なお、同社との取引条件は、市場価格等を勘案して一般取引条

件と同様に決定しております。

 
　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

(単位：千円)

種類 名称 関連当事者関係の内容 取引の内容 取引金額 未決済金額

同一の親会社を持つ会社 ㈱ウィーズ 商品の仕入
商品の仕入
（注）

2,112,578 1,427,451
 

　(注)㈱ウィーズとの取引条件は、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

 
　上記の取引を除く関連当事者取引については、重要な取引等がないため記載を省略しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

株式会社ソフィアホールディングス

取締役会　御中
 

監査法人アヴァンティア

　東京事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 梶　　原　　大　　輔  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤　　沢　　秀 比 古  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソフィ

アホールディングスの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日か

ら2026年９月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計

算書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記

について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ソフィア

ホールディングス及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。
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・ 要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・ 要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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